




市場を中心に見ていく。インターネットの利用者はど
のような人たちで、どのようなサービスを利用してい
るのだろうか。まず、年齢的にインターネットの利用
者構成を見ていくと、20 代の利用者が最も多く（全

体の 30.0％）、次いで 30 代（同 23.5％）、10 代（同
19.6％）と、比較的若い世代の利用者が多い（第Ⅱ-3-
2-7 図）。しかし、一方では 50 代（同 5.2％）や 60 歳
以上（同 5.2％）の利用者もおり、年齢層の面で利用

第Ⅱ-3-2-5 図 中国の電子商取引の市場規模の推移

備考：�2017 年（1-6 月）の市場規模 13.35 兆元は、前年同期の市場規模
10.5 兆元に対して、伸び率 27.1%。

資料：�中国電子商務研究中心Webサイトから作成。
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備考：�2017 年は 6月時点。
資料：�中国電子商務研究中心Webサイトから作成。
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第Ⅱ-3-2-7 図 中国におけるインターネット利用者のプロフィール
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計して「公務」とした。企業についても、幹部、中間管理職、一般職員と分かれていたが合計して「企業職員」とした。

２：�月収については、家族から送られる生活費、奨学金、政府補助金、年金等を含む。
資料：�中国互聯網絡信息中心「第 41 次中国互聯網絡発展状況統計報告」（2018 年 1 月）から作成。
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拡大している分野であり、新規参入、事業拡大のため
の、資金調達額を見ると、全体で前年比 25.7％増の
2,160 億元となっており、うち、交通関係が 1,072 億
元と大きく、特に活発な事業拡大が行われていること
が示唆される 107。

関連企業の中には、大型のベンチャー企業も多く、
既に述べた中国のユニコーン企業 64 社のうち、約半
数が共有経済関係企業と指摘されている。

また、共有経済関連のプラットフォーム企業への就
業者数も増加しており、雇用促進に寄与している。例
えば、2016 年、2017 年の増加数は、それぞれ 85 万人、
131 万人で、中国全体の都市部新規就業者数の 6.5％、
9.7％に当たる（第Ⅱ-3-2-10 図）。この雇用拡大は、
新規卒業者だけではなく、過剰生産能力企業の整理な
ど、産業構造の変化に伴う雇用調整の受け皿としても
機能しているとの指摘がある 108。

（1）イノベーションの現状
① 中国におけるイノベーション力の高まり

前節では、中国において新産業が急速にかつ大規模
に成長していることをデータで示してきた。本節では、
中国におけるイノベーション力の現状を、各種データ
や国際比較により検証する。

まず、中国のイノベーションの水準が世界からどの
ように評価されているかを見てみる。WIPO（世界知
的所有権機関）等が公表している GII（グローバル・
イノベーション・インデックス）109 によれば、中国は
2010 年から 2017 年にかけて 43 位から 22 位までラン
クを急速に上げてきており、主要先進国のレベルに迫

りつつあり 110、一部分野においては、中国は既に世
界のトップクラスのイノベーションを起こしていると
評価されている 111（第Ⅱ-3-2-2-1 表）。

中国のイノベーション力の一端は、国際特許出願数
の国別件数の上昇にも表れている。中国は 1994 年に
特許協力条約（PCT 条約）に加盟後、年間出願件数
はほぼ一貫して上昇傾向にある。2000 年には中国の
国際特許出願数は 782 件（米国 38,015 件、ドイツ
12,581 件、日本 9,569 件）で 16 位だったが、2010 年
に韓国を、2013 年にドイツを、2017 年には日本をも
抜き、米国に次ぐ 2 位となった（第Ⅱ-3-2-2-2 図）。
これについて、ガリ WIPO 事務局長は「中国経済が

第Ⅱ-3-2-10 図 中国の共有経済プラットフォーム企業の雇用創出

資料：�国家信息中心分享経済研究中心、中国互聯網協会分享経済工作委員会「中国共享経済発展年度報告 2018」。
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107	新規参入が多い一方で、企業間の競争も激しく、倒産・退出も多い、新陳代謝が活発な分野であることが指摘されている。
108	例えば、「中国共有経済発展年度報告 2018」は、ある大手シェア自転車企業のサービス提供者 2108 万人のうち、約 393 万人が過剰生産能

力削減に伴う失業者と指摘している。
109	GII は 2007 年から毎年発表しており、制度、人的資本及び研究、インフラ、市場の洗練度、ビジネスの洗練度、知識と技術の生産、創造

的な生産を定量的、定性的なデータから指標化。
110	『「十三五」国家科学技術イノベーション計画』（2016）において、中国政府は、自国がイノベーション型国家へと仲間入りし、科学技術強

国となるためには、脆弱な科学基盤、オリジナルの能力、基幹分野の中核技術の他国への依存、高度人材の欠如やイノベーション発展を
制約するような思想・体制という多くの問題を抱えていると分析している。

111	米国議会の諮問機関である米中経済安保調査委員会は、USCC（2017）“Report to Congress of the U.S.-China Economic and Security 
Review Commission” においては、米中両国の技術競争力が拮抗している分野として AI、量子情報科学、及びハイパフォーマンスコン
ピューティングを、中国優位の分野としてエクサスケール・コンピューティング（1 エクサ＝ 100 京）、及び商用ドローンをそれぞれ挙げ
ている。
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でいることを示唆している。
研究論文数でみても、中国人研究者による論文数は

大幅に増えている。世界の論文数の伸びへの主要国の
寄与度をみると、中国の割合が増加する一方で、それ
以外の国の割合は低下傾向にあり、学術分野における
中国の存在感が増している（第Ⅱ-3-2-2-4 図）。

また、中国は ISO/IEC において国際規格を審議・
策定するための専門委員会の幹事引受数を徐々に増加
させており、欧米の減少傾向の動きと相まって、中国
の全体における幹事引受数の割合が高まっている（第
Ⅱ-3-2-2-5 図）。これも、中国のイノベーション力向
上の一端であると考えられる。なお、中国政府は、
2016 年８月に発表した「国家科学技術イノベーショ
ン第 13 次 5ヶ年計画」において、企業の国際化水準
の向上のため、実力のある企業が多様な方式で国際技
術提携を行うことや、国際標準の制定への参画等を奨
励しており、幹事引受数の増加はこの方針に沿ったも
のとなっている。

② �国際特許及び学術論文から見る中国の技術構造と
その変化

中国の国際特許公開件数に注目して技術構造の変化
を見てみる。国際特許公開は、出願から一定期間を経
てなされるもので、出願者の特許取得の意思が出願よ
り確度が高いものになっている（将来特許権が認めら
れれば保護され得る）。また、公開件数は出願件数とは
異なり、技術分野ごと国ごとの分析ができる利点がある。

中国の国際特許公開件数の推移を見てみると、デジ
タル通信及びコンピューターテクノロジーが長期にわ
たり第 1 位、第 2 位を占めている（第Ⅱ-3-2-2-5 図）。

同図は 2000 年から 2017 年まで毎年の公開件数上位 5
分野を 2017 年公開件数の降順で整理したものである
が、デジタル通信は 2004 年から継続的に公開件数第
1 位となっており、コンピューターテクノロジーは
2011 年以降公開件数第 2 位となっている（第Ⅱ-3-2-
2-6 図）。

中国の国際特許公開件数を技術分野ごとに見ると、
過去 18 年間で米国・日本の公開件数と全体としては
同規模になり、両国を凌駕する技術分野も登場してき
た。「中国製造 2025」の重点 10 産業分野について国
際特許公開件数を見ると、特に IT 関連技術について
は世界の主要国に並ぶのみならず、デジタル通信のよ
うに中国が主要先進国を上回る分野も出てきている。

一方、バイオテクノロジー・医療関連では米国と、
ロボット等を含む機械関連では日本とそれぞれ特許公
開件数で差が開いており、中国が全ての分野ではなく、

第Ⅱ-3-2-2-4 図 主要国の論文数と全世界の論文数伸び率の各国寄与度

資料：経済産業省（2017）「我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向－主要指標と調査データ（第 17.2 版）」から作成。
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資料：�経済産業省が ISO/IEC 事務局にヒアリングした数値を基に作成（2018
年 3 月）。
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IT 関連技術等の特定の分野において集中して技術力
を高めてきたことが伺える（第Ⅱ-3-2-2-7 図）。ただし、
国の重点分野として、現在相対的に優位にない技術分
野を指定し、競争力を高めようとしていることから、
今後、IT 関連技術のように急伸する技術分野が出て
くる可能性がある。なお、発明者によっては、コア技

術は特許出願せず、ブラックボックス化する選択肢を
採る場合もあり、特許公開件数がそのまま国・企業の
技術力を表すわけではないことに留意する必要がある。

また、研究論文について分野別にみていくと、中国
は、材料科学、化学、工学、コンピュータサイエンス
等の分野での世界シェアが高い。また、中国政府の定
める戦略的新興産業の 1 つであり、中国製造 2025 で
も重点分野の 1 つに挙げられているバイオテクノロ
ジー分野は、上述の国際特許公開数では他の主要国に
比し優位にはないが、論文数でみると、関連する分野
（分子生物学・遺伝学等）のシェアが大きく伸びてい
る（第Ⅱ-3-2-2-8 図）。重点分野としての政府の注力
も加わり、今後研究段階（論文数）に続いて実用段階（特
許数）での優位を獲得していく可能性も考えられる。

論文数の多さは、中国人研究者数が多い 114 ことも
要因の一つだが、論文の数量だけでなく、論文の被引
用件数も近年飛躍的に増加しており、論文数、被引用
数の世界ランキングは、全ての領域において上昇し、
全体の論文数、被引用数とも米国に次ぐ 2 位となった。

分野ごとに 10 年前と比較すると、中国は、化学、材

第Ⅱ-3-2-2-7 図 中米日の技術別国際特許公開件数の比較

資料：WIPO Statistics Database から経済産業省作成。
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許の件数から RTA 指数を算出した（第Ⅱ-3-2-2-12 表）。
2000 年における中国の RTA 指数の分布を第Ⅱ-3-

2-2-13 図に示している。その他消費財（2.707）、家具・
ゲーム（2.419）、エンジン・ポンプ・タービン（2.058）、
機械部品（1.897）、及び土木技術（1.795）が上位 5 分
野に位置している。これらの分野とは対極的に、下位
に位置している分野は、電気通信（0.366）、デジタル
通信（0.353）、生物材料分析（0.258）、高分子化学・
ポリマー（0.000）、及びマイクロ構造・ナノテクノロ

ジー（0.000）である 118。また、技術優位があると解
釈できる、RTA が 1 以上の分野は 35 分野中 15 分野
である。

同年における中国の国際的な位置づけについて、日
本、米国、ドイツ及び韓国との比較から示してみる（第
Ⅱ-3-2-2-14 図）。中国は、制御（1.165）、バイオテク
ノロジー（1.592）、熱処理機構（1.594）、家具・ゲー
ム（2.419）、及び土木技術（1.795）の 5 分野において
5 か国中の最高値を示している（第Ⅱ-3-2-2-15 表）。

第Ⅱ-3-2-2-13 図 中国 RTA 指数の分布（2000 年）

出典：経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-14 図 RTA 指数の 5か国比較（2000 年）

出典：経済産業省作成。
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�
118	高分子化学・ポリマー及びマイクロ構造・ナノテクノロジーは国際特許公開なし。
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これらの技術分野について、中国国内における位置づ
けは、家具・ゲームが第 2 位、土木技術が第 5 位、熱
処理機構が第 7 位、バイオテクノロジーが第 8 位、制
御が第 11 位となっている。

いずれも上位層に位置しているが、国内の上位層に
あっても国際比較では日米独韓の後塵を拝している分
野（その他消費財、エンジン・ポンプ・タービン、機
械部品など）も存在している。この事実は RTA 指数
が国際的な優位性を相対的に評価していることに起因
する。

2017 年における中国の RTA 指数の分布を第Ⅱ-3-
2-2-16 図に示している。デジタル通信（2.388）、コン
ピューターテクノロジー（1.785）、音響・映像技術
（1.747）、電気通信（1.722）、及び光学機器（1.480）
が上位 5 分野に位置している。これらの分野とは対極
的に、下位に位置している分野は、機械部品（0.446）、
基礎材料化学（0.406）、エンジン・ポンプ・タービン

（0.391）、生物材料分析（0.388）、及びマイクロ構造・

ナノテクノロジー（0.3797）である。また、技術優位
があると解釈できる、RTA が 1 以上の分野は 35 分野
中 10 分野である。2000 年と比べて、5 分野減少して
いる。

同年における中国の国際的な位置づけについて（第
Ⅱ-3-2-2-17 図）、先述の 4 か国と比較すると、中国
は、デジタル通信（2.388）、コンピューターテクノロ
ジー（1.785）、音響・映像技術（1.747）、及び制御（1.272）
の 4 分野において最高値を示している（第Ⅱ-3-2-2-
18 表）。

これらの技術分野について、中国国内における位置
づけは、デジタル通信が第 1 位、コンピューターテク
ノロジーが第 2 位、音響・映像技術が第 3 位、及び制
御が第 6 位となっている。2000 年の状況と比べて、
国際的に優位性を示している分野が、国内的にも優位
性の上位を占めるに等しい状況となっていることは、
一つの大きな変化であると考えてもいいだろう。

RTA 指数で測った中国の技術優位構造が 2000 年

第Ⅱ-3-2-2-15 表 中国優位の技術分野の国際比較（2000 年）

技術分野
RTA 指数

中国 日本 米国 ドイツ 韓国
制御 1.165 0.739 0.926 1.117 1.144

バイオテクノロジー 1.592 0.775 1.356 0.507 0.645

熱処理機構 1.594 1.32 0.579 1.103 1.593

家具・ゲーム 2.419 0.46 0.946 0.586 1.555

土木技術 1.795 0.329 0.773 1.004 1.191
出典：経済産業省作成。

第Ⅱ-3-2-2-16 図 中国 RTA 指数の分布（2017 年）

出典：経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-17 図 RTA 指数の 5か国比較（2017 年）

出典：経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-18 表 中国優位の技術分野の国際比較（2017 年）

技術分野
RTA 指数

中国 日本 米国 ドイツ 韓国
音響・映像技術 1.747 1.421 0.71 0.429 1.427

デジタル通信 2.388 0.477 0.915 0.247 1.497

コンピューターテクノロジー 1.785 0.619 1.429 0.332 0.856

制御 1.272 1.153 0.841 1.234 0.552
出典：経済産業省作成。

第Ⅱ-3-2-2-19 図 中国 RTA 指数の変化（2000 年と 2017 年の比較）

出典：WIPO Statistics Database から経済産業省作成。
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3-2-2-21 図）。
このように国際特許公開の技術優位性から見た中国

の技術構造は、2000 年から 2017 年にかけて大きな変
化を遂げており、新産業との関連が強いと思われる技
術分野が技術優位性を高めてきた一方で、従来産業と
の関連が強いと思われる技術分野は優位性を低下しつ
つある。技術優位分野の従来産業から新産業へのシフ
トは、中国における企業・研究機関の成長と研究開発
活動の活性化を背景としているだけではなく、中国政
府による科学技術政策などの推進も少なからず寄与し
ていると考えられることから、この 20 年弱の間にお
いて産業構造と技術構造の変化が並行して進んでいる
ことが示唆される。

④ 技術構造上の対外関係の変化
中国におけるイノベーションの進展は、技術構造上

の対外関係にも変化を及ぼしている。2000 年と 2017
年の 2 時点における中国、日本、米国、ドイツ及び韓
国の RTA 指数の比較から、各国が優位性を有する技
術分野の特徴と、その変化を見出すことができる。

RTA 指数は、定義式の性質上、最小値が 0 から最
大値が∞まで区間を持つことから、技術構造の 2 国間
比較とその変化を分かりやすくするために、まず、
RTA 指数の区間を -1 から 1 までの間に変換した対
称 化 RTA（Revealed Symmetric Technological 
Advantage：RSTA）を定義・算出する 119。

次に、二国間で同一技術分野について RSTA の組
を作って相関係数を計算する。この相関係数は、二国
間における技術構造上の類似性を意味することから、

無相関であれば技術構造上は中立的な関係にあると考
えられる。正の相関があれば、両国ともに同一分野で
類似の優位性又は劣位性を有していることを意味して
いるため、競合的な関係にあると考えられる。負の相
関があれば、同一分野において一方の国は優位性を持
つとともに他方は優位性を持たない又は（相対的に）
劣位にあることを意味しているため、補完的な関係に
あると考えられる（第Ⅱ-3-2-2-22 表）。

二国間における競合的又は補完的関係を可視化する
ため、中国と、日本、米国、ドイツ及び韓国との散布
図に、原点を切片とする回帰直線を示す。この回帰直
線は、二国間の関係性を表す直線であり、原点を中心
に回転する関係軸となる。このとき、競合的な関係の
場合、関係軸は第 1 象限から第 3 象限にかけて位置す
る。補完的な関係の場合、関係軸は第 2 象限から第 4
象限にかけて位置する。この関係軸が 2 時点間で変化
する角度が大きいほど、二国間の技術構造における関
係性が大きく変化していると考えられる。ただし、注
意しておきたいことは、あくまで技術構造をマクロに
分析しているため、個別技術分野のミクロな動きまで

第Ⅱ-3-2-2-22 表
RTA 指数でみる二国間技術構造関係の目安

相
手
国

相手国優位 /自国劣位
（相手国優位補完）

高水準競合
（優位的競合）

低水準競合
（劣位的競合）

自国優位 /相手国劣位
（自国優位補完）

自 国
出典：経済産業省作成。

第Ⅱ-3-2-2-21 図 デジタル通信分野及びバイオテクノロジー分野の公開割合変化

出典：WIPO Statistics Database から経済産業省作成。

0 100908070605040302010
（％）

2000 年

2017 年

中国
韓国 米国 その他

ドイツ 日本

15.815.8

40 240.2

2 .822.8

43.643.6

9.79.79.69.6

6.06.08.78.7

40.140.1

0.1 1.5

2.0

0 100908070605040302010
（％）

2000 年

2017 年 30.530.5

27.527.5

38.738.7

56.756.7

5.05.0

0.8

11.211.2

7.37.3

6.16.1

6.96.9

8.58.5

0.7

中国
韓国 米国 その他

ドイツ 日本

�
119	対称化変換は次の式による。RSTA ＝（RTA -1）/（RTA+1）。
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⑤ 特許出願者の裾野の広がりと属性の変化
続いて、中国における特許出願者の裾野の広がりと

属性の変化についてみていく。
まず、国際特許出願者の世界上位は、2005 年は欧

米の電機電子、自動車、化学等の伝統的な大手製造企
業が占めており、アジアからは日本企業が 1 社入って
いたのみであった。ところが、2016 年には米国の電
機電子企業 1 社を除く全ての企業が入れ替わり、業種
別では情報通信、電機電子企業が上位 10 社全てを占
め、国・地域別では中国 3 社、韓国 2 社、日本 2 社と

アジアから 7 社が入り、残りは米国企業 3 社となった
（第Ⅱ-3-2-2-28 図）。

中国の国際特許出願は、2005 年においてファーウェ
イ社、ZTE 社など 13 社に限られていたが、2016 年
には 275 社に達している 120。2005 年から 2016 年まで
の国際特許出願数の累計は、ファーウェイ社が 7,355
件、ZTE 社が 3,153 件で、この間の中国企業の国際特
許出願 13,934 件の 75.4％を占めていた。

このようなデータから国際特許出願が一部の企業に
偏っている印象が強いが、近年ではファーウェイ社と

第Ⅱ-3-2-2-27 表 中国と日米独韓との技術構造関係の変化

相手国
技術分野

中国優位上昇
（相手国優位低下） 高水準競合化 相手国優位上昇

（中国優位低下）

日本

電気通信
デジタル通信
運営・管理 IT 手法

制御技術
光学

環境技術
電気機械器具・エネルギー等
半導体
輸送
計測技術
その他特殊機械
エンジン・ポンプ・タービン
機械部品

米国
電気通信
デジタル通信
光学

運営・管理 IT 手法 バイオテクノロジー

ドイツ

電気通信
デジタル通信
光学
運営・管理 IT 手法

（なし） 環境技術
化学工学
エンジン・ポンプ・タービン
機械部品
電気機械器具・エネルギー等
操作（エレベータ・クレーン・ロボット・
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出典：経済産業省作成。

第Ⅱ-3-2-2-28 図 国際特許出願件数上位企業の変化

資料：WIPO statistics database から経済産業省作成。
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120	WIPO Statistics Database, http://www.wipo.int/ipstats/en/（2018 年 3 月時点）。10 件以上の国際特許出願があった企業の数。
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ZTE 社が中国全体の国際特許出願数に占める割合は
徐々に小さくなり（図Ⅱ-3-2-2-29 図）、その一方で、
国際特許出願企業数は上述したとおり増加の一途をた
どっていることから、出願主体となる企業・研究機関
の裾野が広がっていることがわかる。

国際特許出願の一部企業への偏りと企業数の変化に
ついて、一般的には市場の集中度を測る指標として知ら
れている寡占度指数（Herfindahl-Hirschman Index：
HHI121）を援用して、中国の国際特許出願の企業集中度
を計測及びその推移を分析する。HHI は 0 から 10,000
まで変化する指数である 122。ここでは HHI が 10,000 の
とき、ある 1 社が国際特許出願を独占している状態を意
味する。つまり、HHI が 0 に近づく場合は、1 社又は数
社による国際特許出願の状況が緩和されていることを
意味する。逆に、HHI が 10,000 に近づく場合は、1 社
又は数社による国際特許出願の状況に向かっていると
いうことを意味する。

中国の国際特許出願企業の集中度について、2005
年から 2016 年までの 12 年間における企業ごとの国際
特許出願件数から算出した結果から、長期的な低下傾
向と国際的な位置づけがわかる（第Ⅱ-3-2-2-30
図 123）。

中国の HHI は 2007 年に示した 4,922 を最高値とし
て、2008 年以降、年を追うごとに低下している。特に、
2012 年から 2013 年にかけては大きく低下（-1,083）
している。その後、2016 年には韓国の HHI（1,093）
を下回って、999 を示すに至っている。

日本、米国及びドイツとの比較では、これらの 3 か
国は期間中の HHI は 500 以下で安定的に推移してい
ることから、中国の国際特許出願の状況は、これらの
3 か国と比べた相対的な意味で、一部の企業による出
願に偏っていると考えることができる。

上述では、国際特許出願・公開件数の面から中国に
おける特許出願者の裾野が広がっていることを明らか
にしたが、続いて、中国の国内特許の出願情報から、
中国における特許出願者の属性の変化をみていく。こ
れについては、元橋（2018）が中国特許庁（SIPO）の
データを用いた詳細な分析を行っている。

まず、国内特許出願件数の総数の推移をみると、
2007 年以降急激に伸びていることがみてとれる。次
に、国内特許の出願者の属性（外国、国内）を見ると、
2005 年までは、外国からの特許出願が多かったが、
2006 年からは、国内からの特許出願数が外国からの
特許出願数を上回るようになった。同年以降、外国か
らの出願数は微増なのに対し、国内からの出願数は右
肩上がりで急激に伸びており、中国における特許出願
が外国からの出願でなく、国内から出願が主流となっ
ていった。

次に特許出願者の属性を個人・組織形態の別に見る
と、2000 年以降に企業による出願割合が大幅に増
加 124 しており、企業主導のイノベーションになって
きているが、大学・研究所も引き続き 2 割程度の出願
をカバーしており、重要な役割を担っていることがわ
かる（第Ⅱ-3-2-2-31 図）。

第Ⅱ-3-2-2-30 図
国際特許出願企業集中度の国際比較

資料：�WIPO Statistics Database から経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-29 図
ファーウェイ社と ZTE 社の国際特許出願割合の推移

資料：�WIPO Statistics Database から経済産業省作成。
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�
121	公正取引委員会ウェブページ「用語の解説」http://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/ruiseki/yougo.html；2018 年 4 月 24 日確認。
122	厳密には 0 になることはないが、企業数が十分に多く、1 企業当たりの割合が十分に小さくなると、漸近的に 0 に収束していく。
123	WIPO Statistics Database, http://www.wipo.int/ipstats/en/（2018 年 3 月時点）。
124	元橋（2018）では、個人出願の減少は、企業や大学等における職務発明制度が整ったことによる影響を受けていることが一因と指摘して

いる。
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46.1％、韓国は 42.1％（2014 年）といずれも過半数に
達していない（第Ⅱ-3-2-2-37 図）。

中国での特許出願数や研究論文数、あるいはユニ
コーン企業が多く誕生する要因の一つに、このような
大量の理工系高度人材の供給があると考えられる。

上述では、各国の国内大学生数を比較したが、次に
中国人の最大の留学先である米国における主要国別・
専攻別留学生数を見てみる。2000-01 年と 2015-16 年
を比較すると、中国が学生数も伸びも他国を圧倒して
いる。中国人留学生が大幅に伸びたのは、学部生とそ
の他がそれぞれ 16 倍、19 倍となったためで、大学院
生はインドと同じ 3 倍となっている。中国人留学生に
占める大学院生の割合は、2000-01 年に 80.1％だった

ものが、2015-16 年には 37.5％まで低下している。大
学院生の割合が最も高かったのはインドの 61.4％と
なっている（第Ⅱ-3-2-2-38 図）。

中国からの留学生の半数近くが STEM（Science, 
Technology, Engineering and Mathematics）分野を
専攻しており、2000/01 年には中国人留学生の 45.6％、
2014/15 年には 42.7％が同分野を専攻した。インド人
留学生の同分野の専攻割合は中国より更に高く、
2000/01 年の 73.7％から 2014/15 年には 80.1％となっ
た。他方で、日本人留学生の STEM 分野の専攻割合
は 2000/01 年の 16.2％から 2014/15 年には 13.7％に低
下しており、韓国人留学生の 2000/01 年の 30.5％、
2014/15 年の同 31.2％と比べても低い割合となってい

第Ⅱ-3-2-2-37 図 主要国の大学における専攻別学生数

備考：�米国は専攻別在学者数のデータが無いため、”Bachelor’s Degrees” の学位取得者数の専攻分野の
割合を学部在学者数に乗じて算出。
�中国の 2000 年は 1999 年、韓国の 2000 年及び 2014 はそれぞれ 2004 年及び 2013 年のデータを
使用。

資料：�文部科学省「教育指標の国際比較」、「諸外国の教育統計」。米国は、NCES （National Center for 
Education Statistics）” Digest of Education Statistics” から経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-38 図 米国に留学している地域・出身国別の学生数

資料：�IIE （Institute of International Education）, https://www.iie.org/Research-and-Insights/Open-Doors/Data/
International-Students/Places-of-Origin/Academic-Level-and-of-Origin/ から経済産業省作成。
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る（第Ⅱ-3-2-2-39 図）。
次に、中国政府による留学生の帰国促進政策につい

てみていく。2000 年以降、中国人の留学生数は右肩
上がりで増加していったが、2008 年までは留学生の
帰国率は 30％以下と低かった。しかし、中国政府は、
ハイレベルの留学人材を確保するための帰国促進政策
を累次打ち出し、その効果もあって帰国率は以後急速
に高くなり、2013 年には 85％になった（第Ⅱ-3-2-2-
40 図）。帰国促進の政策目標は達成した一方、特に自
費留学生の帰国後の就職難が問題となったことから、
中国政府は、国内のイノベーション進展と留学生の帰
国促進の両にらみの経済政策として 130「大衆創業、
万衆創新」を打ち出した 131。

④ 創業環境
最後に、イノベーションを創出する要因として重要

となる創業環境についてみていく。
米国と並ぶユニコーン企業輩出国である中国は、米

国以上に創業活動が盛んに行われている。特に中国政
府が推進する創業支援策「大衆創業・万衆創新」が発
表された 2014 年頃から、創業数は大幅に増加してき
た。また、中国の開業率は、膨大な新規登録企業数か
らも裏付けられているように米国や日本と比較して、
大幅に高い 132（第Ⅱ-3-2-2-41 図）。

他方、これらの企業の中には、画期的な技術やビジ
ネスモデルを有する新興企業も一部存在するものの、
大多数はこれらを有さない個人零細企業により占めら
れることに留意が必要である。中国では副業が広く認
められていることもあり、起業が容易に行われるとの
指摘がある。

中国では新規登録企業数の多さのみならず、大量の
大学新卒者による創業数の多さも特徴的である。毎年
700 万人以上に上る新卒大学生のうち、約 20 万人が
創業している（第Ⅱ-3-2-2-42 図）。他方で、新卒者
による起業が多い背景には、中国では大量の卒業者を
吸収できる既存企業が欧米や日本ほど多くないとの事
情もあることに留意が必要である。

なお、中国政府は、イノベーションを促進する政策
を次々に掲げているが、イノベーションにより新たに
生まれた産業・市場について、最初は放任し、市場で

第Ⅱ-3-2-2-39 図 米国に留学している学生の出身国別・専攻別人数

備考：�”Academic Level and Place of Origin” の学生数合計に ”Fields of Study by Place of Origin” の専攻別割合を乗じて、
専攻ごとの学生数を算出。

資料：�IIE （Institute of International Education）, https://www.iie.org/Research-and-Insights/Open-Doors/Data/International-�
Students/Places-of-Origin/Academic-Level-and-of-Origin/ から経済産業省作成。
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第Ⅱ-3-2-2-40 図 中国の留学生数と帰国者数

資料：�孟（2018）「中国の改革開放と留学政策」から経済産業省作成。
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130	孟（2018）「中国の改革開放と留学政策」
131	李克強首相が 2014 年のダボス会議で提唱。
132	中国の開業・廃業率は公表されていないため、全登録企業数及び新規登録企業数から推計。
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問題が生じ始めてから規制を検討する傾向があること
も、創業を後押しする一つの背景となっているとされ
る。配車アプリ等が代表的な事例として挙げられる。

本節では、中国における新産業の躍進を概観した上
で、その背景にある IT関連技術分野をはじめとする
イノベーション力の向上や、活発な創業活動の状況に
ついて分析した。また、このような活発な経済活動を
支える要素として、豊富な高度人材や資金の存在があ
ることも明らかにした。このような中国経済の急速な
変化について認識を新たにし、我が国の国内産業の活
性化のために一層の取組を進めることが必要である。

第Ⅱ-3-2-2-42 図
中国の大学新卒創業者数と創業率

資料：�ドリームインキュベータweb、（原典：2016 年中国大学生就業報告）、
http://www.dreamincubator.co.jp/bpj/2017/07/07/

0

25

20

15

10

5

0

3.0

3.5

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

（万人） （％）

2016

3.03.0

201520142013201220112010

大卒創業者数
大卒者創業率（右軸）

88
1010 1111

1.2
1.5 1.6

1414

2.0

1717

2.32.3

2222

2.92.9

2323

第Ⅱ-3-2-2-41 図 中国の新規登録企業数と中米日の開業・廃業率
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資料：�中国国家工商行政管理総局、CEIC database から経済産業省
作成。

備考：�中国の 2009 年新規企業数のデータが無いため、2008 年と
2010 年の新規企業数の平均値を代用。なお、開業率、廃業
率とも前年末の登録企業数を当概年初の登録企業数と考えて
算出（例：2010 年の開業率＝ 2010 年の新規登録企業数÷
2009 年末の登録企業数） 

資料：�中国は CEIC、米国は ”Business Dynamics Statistics”、日本は
厚生労働省「雇用保険事業年報」（年度）から経済産業省作成。
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